大阪府条例第　　　号

職員の懲戒に関する条例等の一部を改正する条例
（職員の懲戒に関する条例の一部改正）
第一条　職員の懲戒に関する条例（昭和二十六年大阪府条例第四十二号）の一部を次のように改正する。

　　次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に傍線で示すように改正する。

	改正後
	改正前

	
	

	（監督責任）

第三条　（略）

１・２　（略）
３　前条第四項及び第五項の規定は、監督責任に

よる懲戒処分を決定する場合について準用す
る。

（懲戒の手続）

第四条　（略）
２―４　（略）

５　第二項の規定は、非常勤職員（法第二十八条

の五第一項、地方公務員の育児休業等に関する
法律（平成三年法律第百十号）第十八条第一項

又は一般職の任期付職員の採用等に関する条
例（平成十四年大阪府条例第八十六号）第四条
各項の規定により採用された職員を除く。以下
同じ。）には、適用しない。
（減給の効果）

第七条　減給は、一日以上六月以下の期間、給料及びこれに対する地域手当の合計額（非常勤職員にあっては、報酬の額（非常勤職員の報酬及び費用弁償に関する条例（昭和四十年大阪府条例第三十八号）第二条第五項に規定する報酬の額を除く。））の十分の一以下を減ずるものとする。
２　（略）

（委任）
第十条　この条例に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は、人事委員会規則（特定地方独立行政法人の職員に係るものにあっては、当該特定地方独立行政法人の規程）で定める。
	（監督責任）

第三条　（略）

１・２　（略）
３　前条第四項及び第五項の規定は、監督責任に
よる懲戒処分を決定するに場合について準用
する。

（懲戒の手続）

第四条　（略）

２―４　（略）

（減給の効果）

第七条　減給は、一日以上六月以下の期間、給料及びこれに対する地域手当の合計額の十分の一以下を減ずるものとする。
２　（略）

（委任）
第十条　この条例の施行に関し必要な事項は、人事委員会規則（特定地方独立行政法人の職員に係るものにあっては、当該特定地方独立行政法人の規程）で定める。

	
	


（非常勤職員の報酬及び費用弁償に関する条例の一部改正）

第二条　非常勤職員の報酬及び費用弁償に関する条例（昭和四十年大阪府条例第三十八号）の一部を次のように改正する。

　　次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に傍線で示すように改正する。

	改正後
	改正前

	
	

	（報酬）

第二条　（略）

２―４　（略）

５　前各項に規定するもののほか、非常勤職員に対して、次に掲げる勤務について支給する報酬の額は、常勤の職員に対して支給する時間外勤務手当、夜間勤務手当及び休日勤務手当の計算方法との権衡を考慮して、任命権者が知事の承認を得て定める計算方法により算出した額とする。

一　正規の勤務時間として定められた時間の　

属する日において、正規の勤務時間以外にし
た勤務

二　正規の勤務時間として午後十時から翌日

の午前五時までの間にした勤務

三　勤務を要しない日として任命権者が人事

委員会と協議して定める日においてした勤

務

６　（略）

（支給方法）
第四条　（略）
一　日額又は時間額による報酬（第二条第五項

に規定する報酬を含む。）　月の初日からそ
の月の末日までの間における勤務日数又は
勤務時間数により計算した額を翌月十日ま
でに支給する。ただし、知事が必要があると
認める場合は、勤務一日ごとに計算した額を
その都度支給することができる。

二　月額の報酬（第二条第五項に規定する報酬

を含む。）　常勤の職員に対する給料及び時

間外勤務手当の支給方法の例による。
２　（略）
（委任）

第五条　この条例に定めるもののほか、この条例

の施行に関し必要な事項は、知事が定める。
	（報酬）

第二条　（略）

２―４　（略）

　

５　（略）

（支給方法）
第四条　（略）

一　日額又は時間額による報酬　月の初日か
　らその月の末日までの間における勤務日数
又は勤務時間数により計算した額を翌月十
日までに支給する。ただし、知事が必要があ
ると認める場合は、勤務一日ごとに計算した
額をその都度支給することができる。
二　月額の報酬　常勤の職員に対する給料の

支給方法の例による。
２　（略）
（委任）

第五条　この条例の施行に関し必要な事項は、知

事が定める。

	
	


（職員団体のための職員の行為の制限の特例に関する条例の一部改正）

第三条　職員団体のための職員の行為の制限の特例に関する条例（昭和四十一年大阪府条例第三十三号）の一部を次のように改正する。

　　次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に傍線で
示すように改正する。
	改正後
	改正前

	
	

	　（略）

一　（略）
二　職員の勤務時間、休日、休暇等に関する条
例（平成七年大阪府条例第四号）第六条の二
第一項に規定する時間外勤務代休時間、同条
例第九条第二項に規定する休日（特に勤務を
命ぜられた場合を除く。）及び同条例第十条
第一項に規定する代休日（特に勤務を命ぜら
れた場合を除く。）（非常勤職員（法第二十八

条の五第一項、地方公務員の育児休業等に関
する法律（平成三年法律第百十号）第十八条

第一項又は一般職の任期付職員の採用等に

関する条例（平成十四年大阪府条例第八十六
号）第四条各項の規定により採用された職員
を除く。）にあっては、任命権者が定める日）
三　（略）
	　（略）

一　（略）
二　職員の勤務時間、休日、休暇等に関する条

例（平成七年大阪府条例第四号）第六条の二

第一項に規定する時間外勤務代休時間、同条

例第九条第二項に規定する休日（特に勤務を

命ぜられた場合を除く。）及び同条例第十条

第一項に規定する代休日（特に勤務を命ぜら

れた場合を除く。）

三　（略）

	
	


（大阪府警察職員の分限に関する条例の一部改正）

第四条　大阪府警察職員の分限に関する条例（平成二十四年大阪府条例第九十号）の一部を次のように改正する。
　　次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に傍線で

示すように改正する。　　

	改正後
	改正前

	
	

	（休職の事由）
第二条　職員が、法第二十八条第二項各号のいずれかに該当する場合のほか、次の各号のいずれか（非常勤職員（法第二十八条の五第一項、地方公務員の育児休業等に関する法律（平成三年法律第百十号）第十八条第一項又は一般職の任期付職員の採用等に関する条例（平成十四年大阪府条例第八十六号）第四条各項の規定により採用された職員を除く。以下同じ。）にあっては、第二号）に該当する場合においては、これを休職することができる。
一・二　（略）

（休職の効果）
第四条　法第二十八条第二項第一号の規定に該当する場合における休職の期間は休養を要する程度に応じ、第二条の規定に該当する場合における休職の期間は必要に応じ、いずれも三年（非常勤職員にあっては、一年）を超えない範囲内において、それぞれ個々の場合について、警察本部長が定める。
２・３　（略）
	（休職の事由）
第二条　職員が、法第二十八条第二項各号のいず
れかに該当する場合のほか、次の各号のいずれ
かに該当する場合においては、これを休職する
ことができる。

一・二　（略）

（休職の効果）
第四条　法第二十八条第二項第一号の規定に該
当する場合における休職の期間は休養を要す
る程度に応じ、第二条の規定に該当する場合に
おける休職の期間は必要に応じ、いずれも三年
を超えない範囲内において、それぞれ個々の場

合について、警察本部長が定める。

２・３　（略）

	
	


（大阪府警察職員の懲戒の手続及び効果に関する条例の一部改正）

第五条　大阪府警察職員の懲戒の手続及び効果に関する条例（平成二十四年大阪

府条例第九十一号）の一部を次のように改正する。

　　次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に傍線で

示すように改正する。
	改正後
	改正前

	
	

	（減給の効果）

第三条　減給は、一日以上六月以下の期間、給料
及びこれに対する地域手当の合計額（非常勤職
員（法第二十八条の五第一項、地方公務員の育
児休業等に関する法律（平成三年法律第百十
号）第十八条第一項又は一般職の任期付職員の
採用等に関する条例（平成十四年大阪府条例第
八十六号）第四条各項の規定により採用された
職員を除く。）にあっては、報酬の額（非常勤
職員の報酬及び費用弁償に関する条例（昭和四
十年大阪府条例第三十八号）第二条第五項に規

定する報酬の額を除く。））の十分の一以下を
減ずるものとする。

２　（略）
	（減給の効果）

第三条　減給は、一日以上六月以下の期間、給料及びこれに対する地域手当の合計額の十分の一以下を減ずるものとする。

２　（略）

	
	


附　則

　この条例は、平成二十八年四月一日から施行する。
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